
令和３年度第１回江別市男女共同参画審議会　資料２

○パートナーシップ制度導入自治体
（令和元年１２月現在）

自治体名
（施行日）

実施している取組み
同性パートナーシップ宣誓制度導入の
きっかけ

取組に係る課題

札幌市 相談窓口の設置 関係団体からの要望

（Ｈ29.6.1） 同性パートナーシップ宣誓制度の実施 （ドメスティック・パートナー札幌）

職員等への研修

講演会、セミナー等の実施

市民向けのリーフレット等の作成

その他

・札幌市フレンドリー指標制度（市内企業向け）

福岡市 パートナーシップ宣誓制度の実施 市民、議員等からの要望 取組みの周知が課題である

（Ｈ30.4.1）職員等への研修 関係団体からの要望

講演会、セミナー等の実施

市民向けのリーフレット等の作成

その他

・専用電話相談の設置

・交流事業の実施

※福岡市のパートナーシップ宣誓制度は同性に限り
ません。

大阪市 職員等への研修 特になし

（Ｈ30.7.9） 講演会、セミナー等の実施

市民向けのリーフレット等の作成

その他

・多様な性のあり方に関する職員ハンドブック

作成

・市ＨＰ内にＬＧＢＴ支援サイトを作成

・パートナーシップ宣誓制度の実施(同性に限らず)

・ＬＧＢＴリーディングカンパニー認証制度の

実施

中野区 同性パートナーシップ宣誓制度の実施

(Ｈ30.8.20) 職員等への研修

講演会、セミナー等の実施

その他

・当事者向けの対面相談事業の実施

・性自認、性的指向に係る普及啓発冊子の配布

千葉市 相談窓口の設置 関係団体からの要望

(Ｈ31.1.29) 同性パートナーシップ宣誓制度の実施 （レインボー千葉の会）

職員向け対応指針の策定

職員等への研修

講演会、セミナー等の実施

市民向けのリーフレット等の作成

その他（九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈
川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模
原市）で、ＬＧＢＴ（性的少数者）への配慮促進に
向けた「共通メッセージ」を作成し、人権週間を中
心に共通メッセージを活用した啓発活動を実施）

LGBT等性的マイノリティへの理解促進に向けた取組について

-

参考となる先行事例等の少なさ、事
業の連携先・委託先に関する情報の
不足等

「中野区ユニバーサルデザイン推進条
例」制定過程におけるＬＧＢＴ施策に
関する要望や、区内の当事者団体が
パートナーシップ制度に関する勉強会
を実施するといった動き、近隣の先行
自治体において、一定の効果が確認で
きたことなどを受けて、ユニバーサル
デザイン推進の一施策として実施する
こととした。

※札幌市のパートナーシップ宣誓制度は同性に限り
ません。

企業や一般市民が性的マイノリティ
へ当事者への理解や支援ができるよ
う、啓発していく必要がある。

（LGBTアライアンス福岡（性的マイ
ノリティの当事者や支援者の複数の団
体で構成されている組織）

制度導入に当たり、条例制定すること
なく要綱の制定により機動的に運用を
行えると判断したため
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令和３年度第１回江別市男女共同参画審議会　資料２

○道内自治体の取組
（令和元年１２月現在）

自治体名 実施している取組み
同性パートナーシップ宣誓制度導入の
きっかけ

取組に係る課題

江別市 講演会、セミナー等の実施

市民向けのリーフレット等の作成

小樽市 職員等への研修 特に高齢者層の関心が低い

講演会・セミナー等の実施

その他

当市で作成する男女共同参画情報誌「ぱるねっ
と第27号(H29.3.1発行）、第29号
（H31.3.1発行）」へ関連記事を掲載

当市で作成する広報誌「広報おたる（平成２９
年６月号）」へ関連記事を掲載

市民向けパネル展を市内３カ所（H29.10.12
～11.10）で開催

旭川市 職員向け対応指針の策定

職員等への研修

講演会、セミナー等の実施 行政主催の研修会における講師選定

その他

後援した研修会やイベントのチラシ等について，市
有施設等での配布やブックラック等への設置協力

函館市 市民向けのリーフレット等の作成

その他

性的少数者の方にも利用しやすい公共トイレのあり
方について検討するため，市役所本庁舎にある多目
的トイレを試験的に「だれでもトイレ」と表示して
います。

釧路市 職員等への研修

講演会、セミナー等の実施

苫小牧市 職員等への研修

帯広市 LGBT当事者が市内で開催する講演会の後援

北見市 職員等への研修

その他

申請書等における性別欄の廃止

LGBT等性的マイノリティへの理解促進に向けた取組について

-

-

釧路市の男女平等参画プランの中で
は「LGBT」という表現を使用せ
ず、「すべての人」という表現を
使っている。今後も表現を変える予
定はないが、社会的な動きの中で市
の窓口などにも当事者が来庁する
ケースなども想定する必要性を感じ
ている。適切な対応方法など具体的
な内容が掲載されたマニュアルなど
がほしい。

-

国や道からのLGBT等性的マイノリ
ティに対する様々な施策や指針が示
されていないこと。

当事者は潜在していることが多いと
考えられることから、その声をすく
い上げることが難しい。

専門的な知識がなく、市で相談窓口
を設置できてない。

性的マイノリティに対する正しい理
解の促進
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